
別紙 15 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定施設サービス等に要する費用の額の算

定に関する基準、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定地域密着型サービ

スに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う介護給付費算定に係る体制等

に関する届出等における留意点について（平成１２年３月８日老企第４１号 厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

傍線の部分は改正部分 
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る届出がされ、別紙等が添付されている場合は、内容の重複す
る別紙等の添付は不要とすること。 

18 居宅介護支援 
① 「特別地域加算」については、訪問介護と同様であるので、

２⑥を準用されたい。 
② 「中山間地域等における小規模事業所加算」における「地域

に関する状況」については、訪問介護と同様であるので、２⑦
を準用されたい。 
また、「規模に関する状況」については、施設基準第 46 号に

該当する場合に、「該当」と記載させること。 
③ 「特定事業所加算」については、大臣基準告示第 84 号のイに

該当する場合は、「加算Ⅰ」と、同号ロに該当する場合は、「加

算Ⅱ」と、同号ハに該当する場合は、「加算Ⅲ」と記載させる

こと。また、「特定事業所加算Ⅳ」については、平成 31 年度以

降に該当する場合は「あり」と記載させること。なお、「特定

事業所加算」及び「特定事業所加算（Ⅳ）」のいずれについて

も、（別紙 10―２）「特定事業所加算・ターミナルケアマネジ

メント加算に係る届出書（居宅介護支援事業所）」を添付させ

ること。 

④ 「ターミナルケアマネジメント加算」については、大臣基準
告示第 85 号の３に該当する場合に「あり」と記載させること。
なお、（別紙 10―２）「特定事業所加算・ターミナルケアマネ
ジメント加算に係る届出書（居宅介護支援事業所）」を添付さ
せること。 

16 居宅介護支援 
① 「特別地域加算」については、訪問介護と同様であるので、

２②を準用されたい。 
② 「特定事業所加算」については、大臣基準告示第 84 号のイに

該当する場合は、「加算Ⅰ」と、同号ロに該当する場合は、「加
算Ⅱ」と、同号ハに該当する場合は、「加算Ⅲ」と記載させる
こと。なお、（別紙 10―２）「特定事業所加算に係る届出書（居
宅介護支援事業所）」を添付させること。 

③ 「中山間地域等における小規模事業所加算」における「地域
に関する状況」については、訪問介護と同様であるので、２⑥
を準用されたい。 

また、「規模に関する状況」については、施設基準第 46 号に
該当する場合に、「該当」と記載させること。 

19 介護福祉施設サービス 
① 「施設等の区分」については、指定介護老人福祉施設であっ

て「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」
（平成 11 年厚生省令第 39 号。以下「指定介護老人福祉施設基
準」という。）第 38 条に規定するユニット型指定介護老人福祉
施設でないもののうち、施設基準第 47 号イに該当する場合は

17 介護福祉施設サービス 
① 「施設等の区分」については、指定介護老人福祉施設であっ

て「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」
（平成 11 年厚生省令第 39 号。以下「指定介護老人福祉施設基
準」という。）第 38 条に規定するユニット型指定介護老人福祉
施設でないもののうち、施設基準第 47 号イに該当する場合は


